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原子力発電所の建設・運転・廃炉と、事故炉の廃炉に必要となる技術・人材 

設計・建設 

【主な作業内容】 
 原子炉設計 
 プラント全体設計 
 建屋設計（耐震設計） 
 機器製造・組立 
 建屋建設     等 

【主に必要となる知識】 
原子力工学（原子炉設計） 
機械、電気工学（機器製造） 
建築・土木工学（耐震） 等    

・原子炉の設計に関しては、高
度な原子力の知識が必要とな
るため、主に、原子力工学等
の知識を持つ技術者が実施 

・機器製造に関しては、機械、
電気工学等の知識を持つ技
術者が中心となり実施 

・プラント建設の際は、機器製
造や建設等の技術を持つ技
能者が従事 

 

    プラントメーカーが実施 

運転 

【主な作業内容】 
 プラント運転 
 保守、点検 
 燃料交換   等 

【主に必要となる知識】 
電気、機械 
 （プラント運転、保守、点検） 
 材料工学（保守、点検）等 

・プラント運転の際は、保守、点
検がメインとなるため、電気、
機械工学等の知識を持つ技
術者が中心となり、作業を管
理 

・実際の保守、点検の際には、
溶接等の技術を持つ技能者
が従事 

 

   主に電気事業者が実施 

廃炉 

【主な作業内容】 
 機器取り外し、解体 
 建屋解体 
 放射性廃棄物処分 等 

【主に必要となる知識】 
 建築、土木工学 
   （機器、建屋解体） 
 放射線防護  
 放射性物質管理 等 

・廃炉の際は、機器、建屋解
体がメインとなるため、建
築、土木工学等の知識を
持つ技術者が主要工程を
計画、管理 

・実際の解体作業は、建屋
解体等の技術を持つ技能
者が従事 

 

    主にゼネコンが実施 

事故炉の廃炉 

【主な作業内容】 
 溶融燃料取り出し 

 格納容器、建屋等の健
全性確保 

 放射性廃棄物処分 等 

【主に必要となる知識】 
 原子力工学 
  （炉心状況把握） 
 電気、機械 
  （遠隔操作技術）  
 放射線防護 
 放射性物質管理 等 

・事故炉の廃炉に関しては、
溶融燃料の取り出しに向
けて、高度な遠隔操作技
術、放射線防護技術が必
要となり、原子力工学、電
気、機械等の技術者が中
心 

・同時に、廃棄物管理、処分
にも、原子力工学等の知
識が必要となる。 

 

    プラントメーカー、研
究機関等が実施 2 



原子力発電所の設計・建設に必要となる技術・人材 
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基本設計 詳細設計 製作 建設 試運転 

○炉心・燃料計画 
○安全設計、安全解析 
○系統設計 
○配置設計 
○材料計画 
○電気計画、計装計画 
○遮蔽・被曝評価 
○炉構造・熱水力設計 
○制御・保護設計 
 ･･･等 

○構造設計 
○耐震設計 
○工事計画 
○建設計画 
○各種技術規格・基準 
○高精度厚肉設計 
  ･･･等 

○機器製造、調達 
○溶接等 
○成形加工 
○機械加工 
○組立 
○溶接：各種配管溶接 
○清浄 
   ･･･等 

○工事安全計画・管理 
○工程管理、人員管理 
○ヤード計画 
○クレーン計画 
○使用前検査対応 
○高度な重機器据付技術 
○格納容器据付技術 
 ･･･等 
 

○単品機能試験 
○試験工程・計画 
 （使用前検査含） 

○試運転プラント操作 
○全系統フラッシング 
 （耐圧・機能試験との整合） 

○プラント異常診断 
○不測事態対応 
  ･･･ 等 

必
要
と
な
る
技
術 

○原子力を活用する点で火力発電等以上の安全性が要求され、膨大な物量で、かつ高い品質
要求を満足させながらの作業となるため、高度なプロジェクトマネジメント、エンジニアリング能
力が必要とされる。 

  → 火力発電等の他の電源の推進だけでは、原子力発電に必要とされる広範かつ高度な技 

     術・人材の維持は困難 

原子力固有のもの 

又は他電源でも共通する
が原子力と要求レベルが
異なるもの：●色 



①プラント建設の各工程及び運転・保守における知識・経験が更なる技術開発にフィードバックし、プラント安
全性向上が図られてきた。 

②また、トラブル発生時における原因分析、的確な対応の決定及び実行にも、各工程における知識・経験が
重要となる。 

 →原子力発電所の稼働がない状況下で、運転・保守の経験を踏まえた更なる安全性向上が困難。 

■遠隔装置・操作 
■デブリ取出 
■デブリ性状把握 
■建屋止水 
■ＰＣＶ止水 
■汚染水処理 
■汚染物の処理処分 

１Ｆの廃炉 廃炉 

■解体 ■減容 ■分別 
■保管 ■処分 

■工事計画、建設工法 
■遮へい設計、被ばく評
価 
■詳細設計情報 
 
■除染 ■切断 

■安全解析（炉状態把握
等） 
■耐震設計 
■熱水力設計 
■機器製作（溶接・検査） 
■プラント異常診断 
■不測事態対応 

■炉心・燃料設計 
■安全設計 
■系統設計 
■配置設計 
■電気・計装・制御設計 
■構造設計 
■燃料交換 
■機器取替工事 
■分解点検 
 

プラント安全性向上、トラブル対応 
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建設・保守 

プラント建設・保守に必要な知識・技術と 
プラント安全性向上・トラブル対応に必要な知識・技術の関係 

プラント運転 
保守・メンテナンス 
トラブル対応 

更なる改良に向けた
技術開発 

不具合情報 安全性等の向上 

技術開発とのフィードバック 

 ※色分けの凡例 
■基本設計工程の技術 
■詳細設計   〃      ■建設工程の技術   
■製作・検査  〃       ■試運転  〃 

プラント安全性向上、トラブル対応に必要な技術 



東京電力㈱福島第一原子力発電所1～4号機の廃止措置等に向けた 
中長期ロードマップの概要 

5 



①我が国では国内にプラントメーカー及びサプライチェーンが存在し、(1)信頼性の高いプラントの提供、(2)柔軟
できめ細かいアフターサービス、(3)迅速なトラブル対応等の面で強みを持つ。 

②原子力の安全を支える産業は、原子力プラントメーカーを中心に、材料メーカー、安全上重要な機器の製造
メーカー等の他、ゼネコンや発電所周辺の地場産業等の裾野の広い産業によって支えられている。 

原子力発電所の安全を支える産業構造と基盤維持 

原子力発電のサプライチェーン 

・主蒸気隔離弁 
・逃がし安全弁 

原子炉圧力容器 
原子炉内構造物 

・基盤工事等 

・ケーブル 
・電子部品 

●日本製鋼所、日本鋳
鍛鋼、東亜バルブ、
住友金属工業、イー
グル工業、岡野バル
ブ製造、ゼネコン 等 

・蒸気発生器 ・冷却材ポンプ 
・安全系ポンプ 

・電源盤 
・制御盤 
・発電機 

●日立ＧＥ 
●東芝 
●三菱重工 

プラントメーカー 
（３社） 

汎用技術により原子力部品を提供する企業 

・大型鍛鋼品 

冷却材循環系 電気・計装 建設 

・伝熱管 ・非常用 
ディーゼル機関 

・建設計画 
     等 

・電動弁 
・空気作動弁 

・ポンプ 
・熱交換器 

・配管・サポート材料 ・計測器 

原子力特有の技術を持つ企業（４００社以上） 

●多数の関係者 

電気事業者 

燃料会社 

・原子燃料製造 
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約5万人規模※ 

※ 社団法人原子力産業協会「原子力発電に
係る産業動向調査2010報告書」より 

会員企業及びその他の原子力関連企業合計
547社を対象に調査を行い、回答のあった212
社(回答率38.7％）の合計人数。 



 （出典：German Federal Ministry of Environment, Nature Conservation and Reactor Safety ”The World Nuclear Industry Status Report 2009 With Particular Emphasis on 
Economic Issues,” August 2009, The Center for International Governance Innovation “The US Nuclear Industry: Current Status and Prospects under the Obama 
Administration” November 2009) 、Blue Ribbon Commission on America‘s Nuclear Future Draft Report to the Secretary of Energy (2012). 

①米国では、原子力プラントの新増設の停滞により、原子力産業が衰退。稼働中の原子力発電所
のメインテナンスにおいて、主要資機材の製造は海外に依存 

②労働力の高齢化も課題 

(1)米国では、１９７８年のスリーマイル島事故以降、新増設が停滞したことにより、原子力を牽引してきた多く

の企業は、原子力事業からの完全撤退、他の原子力企業との合併など合理化を余儀なくされた。一方、廃
炉や廃棄物管理事業への移行により一定規模の人材を確保してきた。 

(2)同事故以降、米国機械学会が認証する原子力規格（N-stamp）取得企業が600社（１９８０年）から200社以
下（２００７年）まで減少。 

(3)米国エネルギー省は、２００５年、米国の原子力産業に関し以下の評価を行っている。 

・米国企業には、第三世代原子炉の主要資機材（原子炉圧力容器、蒸気発生器等）を製造する能力はな
い。例えば、原子炉圧力容器に用いる品質の高い大型鍛造品は唯一日本製鋼（JSW）のみが製造しうる。 

・こうした製造能力の欠如が、（国内の原発建設において）重大な建設遅延リスクやファイナンスリスクをも
たらす。 

(4)稼働中の米国原子力発電所の原子力圧力容器の９割は米国内で製造されたものであるが、保守・メイン
テナンスに関して、2002年以降、原子炉圧力容器上蓋（取り替え用）は全て海外に依存。 

(5)労働力の高齢化が大きな課題。例えば、フロリダ電力は、発電所勤務者の40%は今後５年間で退職する
可能性がある。規制当局も同様の問題に直面。 

(6)ブルーリボン委員会は、アメリカの原子力ビジネスが拡大されようが、現行レベルを維持しようが、将来廃

止されようが、アメリカの原子力事業の効果的な運営のためには、科学者や技術者を含めた適切に訓練さ
れた労働力と、立地評価・建設・運転・廃炉・廃棄物管理のための熟練労働者が必要と指摘。 
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米国の事例① スリーマイル島事故以降の米国の原子力産業の動向 



①スリーマイル島事故（79年）、チェルノブイリ事故（86年）等の影響により、1980年代から1990年代にかけて、脱原子力政策に転
換する国（ドイツ、スウェーデン等）、原子力の新増設が停滞した国（米国）が増加 

②欧米諸国の原子力メーカーは海外の企業との連携を進めたり事業からの撤退などを進めるなど、国際的な再編・集約化が進展 

③脱原子力政策に転換した国から原子力プラントメーカーは無くなり、原子力の新増設が停滞した国では統合、吸収により減少 

8 

1980年代 

合併によりABB設立 
(1988) 

Combustion Engineering(CE,米) 

WH 

東芝が買収(2006/10) 

Asea(ｽｳｪｰﾃﾞﾝ) 

Brown Boveri et Cie(ｽｲｽ) 

Asea Brown Boveri(ABB) 

WH(米) WH 

BNFLがABB原子力事業 
を買収しWHに統合(2000) 

ABBがCEを買収し 
子会社化(1989) 

BNFLがWH(注2)を 
買収し子会社化 (1999) 

Babcock ＆ Wilcox(米) 

Siemens(独) Siemens 

Framatome(仏) Framatome 

(持株会社AREVA社設立・傘下へ(2001/9)) 

事業統合（2001/1) 

現 在 

GE(米) GE GE 

日立 日立 日立・ＧＥ 
日立 

東芝 東芝 東芝（WH） 東芝 

三菱重工業 三菱重工業 三菱重工業 三菱重工業 

Framatome ANP AREVA NP注1 

 BNFL（英） 

注1 2006年3月1日より、｢AREVA NP｣に社名変更 
注2 米国防衛･環境関連はWashington Group International(米)が買収 

・B&Wﾆｭｰｸﾘｱ･ﾃｸﾉﾛｼﾞｰｽﾞ 
・B&Wﾌｭｴﾙ 

(一部の機器製造部門についてはB&W Canadaに集約) をﾌﾗﾏﾄﾑへ売却 

合弁会社「ATMEA」設立(2007/9) 
(中型炉について共同開発) 

原子力分野
での再編・
新会社設立
(2007/7) 

   ＰＷＲ中心           ＢＷＲ中心                ＰＷＲ・ＢＷＲ両方あり 

アトムエネルゴプロム(露) 

原子炉製造、濃縮、燃料加工、ウラン鉱山開発等
の民生原子力部門を統合(2008/3正式発足) 

2000年代 1990年代 

斗山重工業(韓国) ABB-CEのSYSTEM80を改良標準化 

韓国電力公社の子会社である韓国水力原子力
(KHNP)が設計・建設・運転を総合管理 

：脱原発政策を進めたことがある国 
：原子力の新増設が停滞した国 8 

米国の事例② 主要原子力プラントメーカーの変遷 



    2030年（低位予測） 

    2030年（高位予測） 

（出典）原子力発電容量（GW）は、ＩＡＥＡの予測（2011年9月）。 
    基数は、１基100万kWと仮定して資源エネルギー庁で推計。 

①ＩＡＥＡは、２０３０年までに、世界の原子力発電所の設備容量は３０～１００％増加する
と予測。 （原子力発電所（１００万ｋＷ級）の基数換算で、１３０～３７０基程度増加（年間７～２０基建設）（２０１１年９月）） 

②東アジア、東欧、中東・南アジア等で大きな伸びが予想される。 

東南アジア・太平洋地域 
（0GW → 0GW ／6GW） 

東アジア 
    （81GW   →  180GW／255GW） 

中東・南アジア 
 （5GW → 30GW／53GW） 

東欧 
（2GW → 5GW／16GW） 

西欧 
（123GW  →  83GW／141GW） 

アフリカ 
（2GW→5GW／16GW） 

南米 
 （4GW→ 9GW／18GW） 

北米 
  （114GW →   111GW／149GW） 

    2010年現在 

世界の原子力発電容量（GW） 
（図中、「現在→高位予測／低位予測」で表記） 

世界の原子力発電の見通し 
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①第三国との二国間協定は、２０１１年にカザフスタン、２０１２年に韓国、ベトナム、ヨルダン、ロシア
との間で発効済。現在、ブラジル、インド、トルコ、南ア、ＵＡＥと交渉中。 

②加えて、リトアニア、ベトナム、トルコ等において原子力発電所プロジェクトへの参画に向けて交渉
中。 

韓国 
・2012年1月協定発効。 

ブラジル 
・原子力協定を交渉中。 

トルコ 
・原子力協定を交渉中。 

リトアニア 
・2006年日ユーラトム交渉発効。 

・日立に優先交渉権。正式受注に
向け交渉中。 

南アフリカ 
・原子力協定を交渉中。 

ヨルダン 
・2012年2月協定発効。 
・プロジェクト参画を交渉中。 

ベトナム 
・2012年1月協定発効。 

・ニントゥアン第２サイトの建
設パートナー。 

インド 

・原子力協定を
交渉中。 

ロシア 
・2012年5月協定発効。 

・シベリア経由による濃縮ウラン輸送プ
ロジェクトを実施中。 

カザフスタン 
・ 2011年5月協定発効。 

・日本企業（原電・東芝・丸
紅）による原発導入のため
のpreF/S実施。 

ＵＡＥ 
・原子力協定を交渉中。 

第三国における原子力協力の現状 
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原子力発電の各段階ごとの必要人員の規模感と主要な課題 

     主体 
 
 
段階 

研究機関 
・大学 

プラント 
メーカ 

関連部品 
メーカ 

工事会社 電力会社 

研究・開発 ● ● ● 

設計・建設 ● ● ● ● 

運転・保守 ● ● ● ● 
廃炉・廃棄物
処理／処分 ● ● ● 

事故炉の 
廃止措置 ● ● ● ● ● 

海外建設があったとしても、国内の熟練技能者の維
持、運転・保守に係る情報蓄積等、運転・保守に係る
人材・技術の維持は困難ではないか。 

廃炉において求められる知見は、主に建築、土木工
学等であり、原子力安全に関しては放射線防護・管
理等の一部の知見。廃炉だけでは原子力安全全般
に係る必要な人材の確保は困難ではないか。 

魅力的かつ挑戦的な課題に立ち向かう研究開発プロ
ジェクトがないと優秀な若手人材の確保は困難では
ないか。 

設計・建設という国内外における「生きた仕事」がなけ
れば、建設・保守の観点を反映した設計ノウハウの
取得等、人材･技術の維持は困難ではないか。 

＜各段階ごとの主要な課題＞ 

11 ※ 円の大きさは各主体における必要人員の規模の大きさを表している 



革新的エネルギー・環境戦略 ＜抜粋＞ 
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１．原発に依存しない社会の一日も早い実現 

（２）原発に依存しない社会の実現向けた５つの政策 

  ２）人材や技術の維持・強化 

原子力の安全確保は至上命題であり、高度な技術と高い安全意識を持った
人材が、それを現実に支えていく使命を担う。特に、廃炉や使用済核燃料の処
理技術の向上は、原発に依存しない社会の実現に向けた必須の課題である。
また、東電福島原発事故により避難を強いられている福島の方々の一刻も早
い自宅への帰還は、除染等に関する技術の推進・人材育成によって促される。
加えて、原子力の平和的利用、放射線影響に関する実証実験、新興国におけ
る原発の安全管理や廃炉に向けた技術支援などのためにも、原子力に関する
人材育成や技術開発は欠かすことができない。 

人材や技術の維持・強化策を、国の責務として本年末までに策定する。そ
の際、日本原燃や日本原子力研究開発機構（JAEA）など原発関連事業におけ

る人材を散逸させることなく、最大限活用するとともに、産業界や大学等にお
ける技術開発、基礎研究等を支援することを通じて、新たな原子力人材の育
成につなげる。 


